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平成２６年度放射能調査研究委託事業に係る委託先の公募について
〔（２月１３日）農林水産省農林水産技術会議事務局〕

農林水産省農林水産技術会議事務局（以下「事務局」という。）では、放射能調査研
究費（環境省一括計上予算）により昭和３２年度から継続実施している放射能調査研究
委託事業について、平成２６年度の委託事業を実施するに当たり、当該委託事業への参
加を希望する企業・調査研究機関等を一般に広く募ることにいたしました。つきまして
は、受託を希望される方は、次の要領に従って提案書を提出してください。

なお、本公募は、平成２６年度予算政府案に基づき行っているため、予算成立が前提
となります。今後、予算成立までの過程で内容等に変更等があり得ることをあらかじめ
御承知おきください。

１ 委託事業の内容
（１）事業の目的

外国の核実験、原子力施設等に起因する放射能の影響が我が国に及ぶ場合に備え、
その被害を防止し、国民の健康と安全を確保することを目的として、環境放射能水
準に関する調査研究を行うものです。

（２）公募研究課題及び委託研究経費限度額
平成２６年度の公募研究課題は次の課題とします。

課題名 「放射性核種の農畜産物への吸収移行及び農林生産環境における動態
に係る調査研究」

（委託事業経費限度額） ５７，１４３千円

（３）委託契約期間
委託契約締結日から平成２７年３月２３日までを予定しています。

２ 応募要領
（１）応募者の資格要件

応募することができる者は、企業、技術研究組合、公益又は一般法人、独立行政
法人、大学、地方公共団体、ＮＰＯ法人、協同組合等の法人格を有する研究機関で
あって、次の①から⑦までの条件を満たす者に限ります。
① 平成２５・２６・２７年度農林水産省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役

務の提供等（調査・研究）」の区分において資格を有する者である必要がありま
す。（提案書提出時に参加資格のない者は、平成２６年３月下旬（審査委員会開
催）までに競争参加資格を取得してください。地方公共団体においては資格審査
申請の必要はありません。）

② 本調査研究又は本調査研究に関連した技術による調査研究の実績を有し、かつ、
本調査研究の遂行に必要な調査研究体制、調査研究者の人数、設備等を有するこ
と。

③ 本公募課題に対する研究開発を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、
かつ、資金、設備等について十分な管理能力を有すること。

④ 委託契約の締結に当たっては、農林水産技術会議事務局から提示する委託契約
書に合意すること。

⑤ 原則、日本国内に調査研究拠点を有していること。ただし、国外機関の特別の
調査研究能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から必要な場合は
この限りではありません。

⑥ 応募者が受託しようとする公募課題について、研究の企画・立案及び進行管理
を行う能力・体制を有すること。具体的には以下の能力・体制を有していること。
ア 国との委託契約を締結できる能力・体制
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イ 事業費の執行において、区分経理処理が行える会計の仕組み、経理責任者の
設置や複数の者による経費執行状況確認等の適正な執行管理体制（体制整備が
確実である場合を含む。）

ウ 成果の普及、研究実施に係る連絡調整等、コーディネート業務を円滑に行う
能力・体制

⑦ 当該調査研究の実施計画の企画立案、実施、成果管理等を総括する代表者（以
下「調査研究責任者」という。）を選定すること。
※ 調査研究責任者は、次の要件を満たしていることが必要です。
ア 原則として応募者に常勤的に所属しており、国内に在住していること
イ 当該調査研究の遂行に際し、必要かつ十分な時間が確保できること
ウ 当該調査研究の遂行に必要な高い研究上の見識及び当該研究全体の企画調整

・進行管理能力を有していること
なお、長期出張により長期間調査研究が実施できない者又は人事異動、定年退職

等により応募者を離れることが見込まれる者には、調査研究責任者とすることを避
けてください。

（２）複数の研究機関が研究グループを構成して研究を行う場合の要件
複数の研究機関が共同して研究を行うため、研究機関のグループを構成する場合、

以下の２つの方法があります。①においては中核機関が、②においては代表機関が
それぞれその他の機関（以下「共同研究機関」という。）と研究グループを構成し
て研究を行っていただきます。
① 委託・再委託方式

グループ内の研究機関の中から研究を統括する機関（以下「中核機関」という。）
を定め、農林水産省と中核機関及び中核機関と共同研究機関がそれぞれ契約する
方法です。

中核機関は、共同研究機関との間で委託契約を締結し、事業を実施します。な
お、特に必要とする場合を除き、共同研究機関が更に委託（再々委託）すること
は、原則としてできません。また、研究課題の全部を共同研究機関に委託するこ
とはできません。再委託比率は、５０％を上限とします。

② コンソーシアム方式
調査研究グループ（コンソーシアム）を構成し、これらの調査研究機関のそれ

ぞれの間で契約を締結するのではなく、農林水産省が調査研究グループ全体と一
括で契約を締結する方法です。この場合、次の要件を満たすとともに、代表機関
には、経理責任者を配置し委託契約の締結、資金管理等の事務的な業務も担って
いただきます。
ア 調査研究グループを組織して共同調査研究を行うことについて、調査研究グ

ループに参加する全ての機関が同意していること。
イ 調査研究グループと農林水産省が契約を締結するまでの間に、調査研究グル

ープとして、実施予定の公募課題に関する規約を策定すること（規約方式）、
研究グループ参加機関が相互に実施予定の公募課題に関する協定書を交わすこ
と（協定書方式）又は共同研究契約を締結することが確実であること（共同研
究方式）。

ウ 研究グループとして契約を締結する必要があるため、契約締結前に「随意契
約登録者名簿登録申請書」を提出すること。

①②いずれの場合も、中核機関又は代表機関と共同研究機関において、それぞれ
の分担関係を明確にして提案するものとし、共同研究機関は以下の要件を満たして
いる必要があります。

ア 当該研究の遂行に当たり、適切な管理運営を行う能力・体制を有しているこ
と。

イ 研究又は関係機関との相互調整を円滑に実施できる能力・体制を有している
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こと。
なお、採択後、契約締結までの間に、当該研究グループを構成する研究機関に重

大な変更等があった場合には、採択を取り消し、改めて委託先の選定を行うことが
あります。

（３）応募方法
応募者は、府省共通研究開発管理システム「e-Rad」を利用して平成２６年３月

２４日（月）１７：００までに電子申請を行ってください。e-Rad を利用した電子
申請の詳細については、応募要領別紙２を御覧ください。

e-Rad を利用して応募するためには、あらかじめ研究機関等及び研究者情報の登
録手続を行う必要があります。研究機関等及び研究者情報の登録には、通常でも１
～２週間程度、混雑具合によってはそれ以上の機関を要する場合もあります。また、
応募手続を期限直前に行うと、多数の応募が集中し、e-Rad の操作に支障が出る場
合もありますので、応募は十分な時間的余裕を持って行ってください。

郵送、持参、ＦＡＸ及び電子メールによる提出は受け付けることができませんの
で、御注意ください。

３ 説明会の開催
次のとおり、平成２６年度放射性物質測定調査委託事業と合同で説明会を開催し、

当該提案公募に係る内容、契約に係る手続、提案書類等について説明します。なお、
説明会への席は、義務ではありません。

・日 時：平成２６年２月１８日（火）１３：３０～１５：００
（なお、１３：４５以降の説明会への出席は不可とさせていただきます。）

・場 所：東京都千代田区霞が関１－２－１
農林水産省６階 農林水産技術会議事務局資料室（本館６階ドア No.679）

４ 今後のスケジュール
○ 公募開始（公示）－－－－２月１３日
○ 応募の締め切り－－－－－３月２４日
○ 審査委員会－－－－－－－３月下旬
○ 委託先の決定－－－－－－３月中
○ 委託契約の締結－－－－－予算成立後

５ 問合せ先
本件に関する問合せは、応募要領の公表後から応募締切までの間、下記において受

け付けます。なお、審査の経過、他の提案者に関する事項、審査に当たり特定の者に
のみ有利となる事項等についてはお答えできません。また、これら以外の問合せにつ
いては、質問者が特定される情報等を伏せた上で、その質問及び回答内容を全て農林
水産省農林水産技術会議事務局のホームページにて広く周知させていただきますので
御了承ください。

記

【公募課題について】
農林水産省農林水産技術会議事務局技術政策課 担当者 磯部、松下
ＴＥＬ：０３－３５０１－４６０９
ＦＡＸ：０３－３５０７－８７９４

【契約締結について】
農林水産省農林水産技術会議事務局総務課契約班 担当者 江橋
ＴＥＬ：０３－３５０２－７９６７
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ＦＡＸ：０３－５５１１－８６２２

【e-Rad について】
e-Rad ヘルプデスク
ＴＥＬ：０１２０－０６６－８７７
又は０３－３４５５－８９２０

以上公示します。
平成２６年２月１３日

支出負担行為担当官
農林水産技術会議事務局長
雨 宮 宏 司


